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1　一般職

（単位：千円）

給　料 職員手当 計

(        )

4人 15,582 8,022 23,604 4,806 28,410

(        )

4人 13,392 6,984 20,376 4,201 24,577

(        )

2,190 1,038 3,228 605 3,833

※職員数欄の（　　）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

職員手当の内訳 （単位：千円）

区　分 扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 住居手当 特殊勤務手当 時間外手当 管理職手当

本年度 636 149 6,338 443 456

前年度 384 99 5,159 528 358 456

比　較 252 50 1,179 △528  85

４ 給 与 費 明 細 書

本年度

備　考
給　　与　　費

共済費 合　計

比　較

　　（１）　総 括

区　分 職員数

前年度



区　分
増減額
（千円）

・給料表の改定 給与改定の状況

………… 0.17%

………… H29.4月

  2.10%

４月 …………

７月 …………

10月 …………

１月 ………… 4人　　　

・ ……… 1,838千円 職員数の異動状況

・ ……… 本年度 ………… 4人　　　

・ ……… 7千円 前年度 ………… 4人　　　

増　減 ………… 0人　　　

・ ……… 144千円

職員手当

894

配置転換による増減分

144制度改正に伴う増減分

その他の増減分

1,038

勤勉手当の引き上げ

（4.3月→4.4月）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳（千円） 説　　　明

給　料

1,845

319

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増加分2,190

26

その他の増減分 そ の 他 の 調 整 額

新陳代謝による増減分

前年度給料の改定率

前年度給料改定実施時期

平 均 昇 給 率

昇給時期別職員数

……………………



  （３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たりの給与 （単位：円）

行政職

平 均 給 料 月 額 323,075

平 均 給 与 月 額 348,675

平 均 年 齢 43.00歳

平 均 給 料 月 額 277,500

平 均 給 与 月 額 306,550

平 均 年 齢 36.25歳

※再任用短時間勤務職員は含まない

イ　初任給 （単位：円）

行政職

147,100

179,200

国の制度 （単位：円）

行政職

147,100

179,200大学卒

平成30年１月１日現在

平成29年１月１日現在

区　　　分

高校卒

区　　　分

高校卒

大学卒

区　　　分



ウ　級別職員数

職員数 構成比
(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )
1人 25.0%

(        ) (        ) (        ) (        )
2人 50.0%

(        ) (        ) (        ) (        )
1人 25.0%

(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )
4人 100.0%

(        ) (        ) (        ) (        )
1人 25.0%

(        ) (        ) (        ) (        )
1人 25.0%

(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )
1人 25.0%

(        ) (        ) (        ) (        )
1人 25.0%

(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )

(        ) (        ) (        ) (        )
4人 100.0%

※職員数及び構成比欄の（　　）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

（級別の標準的な職務内容）
1～2級 3級 4～5級 6級 7級
主事 係長、主任 課長補佐、主査 課長、主幹 政策監、部長、副部長職 務

計

平成29年１月１日現在

１級

計

３級

４級

５級

７級

区 分

平成30年１月１日現在

区　分 等

６級

４級

５級

１級

２級

２級

行政職

６級

７級

３級



エ　昇給期間短縮 （単位：人）

行政職

4 4

３月

６月 未 定

９月

12月

4 4

３月

６月

９月

12月

※再任用短時間勤務職員は含まない

昇給期間短縮に係る職員数(B)

昇給期間の短縮月数別内訳本年度

代表的な職種
区　　分 合　計

職員数(A)

前年度

比率(B)/(A)

特別昇給に係る職員数

職員数(A)

昇給期間短縮に係る職員数(B)

昇給期間の短縮月数別内訳

比率(B)/(A)

特別昇給に係る職員数



オ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

６月 12月 ３月

(      ) (      ) (      ) (      )

2.125 2.275 － 4.40

(      ) (      ) (      ) (      )

2.075 2.325 － 4.40

※（　）内は,再任用職員の標準的な支給率

カ　その他の手当

支給率計
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

本年度 有

区　分
支給期別支給率

前年度

差異の内容

備　考

有

－

区　分 国の制度との異同

－ －国の制度 － －

通勤手当 同

扶養手当 同

同住居手当



期 間 金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

平成31年度

５.債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 み ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 出 額
左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源特 定 財 源

18,000地方公営企業法適用化事業 18,000 18,000



（単位：千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

１．公 共 下 水 道 整 備 事 業 債 4,822,196 4,854,244 81,300 167,374 4,768,170 

合　　　　　　計 4,822,196 4,854,244 81,300 167,374 4,768,170 

６．地方債の前々年度末における現在高ならびに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額

当　該　年　度　中　増　減　見　込

当該年度末現在高見込額


